
長野県の発注する森林整備業務の一般競争入札又は指名競争入札に 

参加する者に必要な資格 
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（森林整備業務） 

第１  森林整備業務とは、地拵え、植栽、下刈り、枝打ち、間伐等の施業、簡易施設の

設置及び素材の生産（立木の販売を除く。）をいう。 

（入札参加資格の申請に必要な要件） 

第２  森林整備業務の一般競争入札又は指名競争入札（以下「競争入札」という。）に

参加する資格（以下「入札参加資格」という。）の申請をすることができる者は、次の

各号のいずれかに該当するものとする。 

(1)  森林組合 

(2)  前号に掲げる者のほか、請負又は委託により森林整備業務を行う者（県内に本

店又は主たる営業所を有する者に限る。） 

(3)  前２号に掲げる者のほか、建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）第３条第１項の

規定による建設業の許可を受けている者（県内に本店又は主たる営業所を有する

者に限る。） 

２ 前項に規定する者は、次の全ての要件に該当していなければならない。 

 (1) 県税並びに消費税及び地方消費税に未納がないこと。また、個人にあっては、

個人の市町村・県民税（住民税）に未納がないこと。 

 (2) 長野県暴力団排除条例(平成 23 年長野県条例第 21 号)第２条第２号に規定する

暴力団員又は同条例第６条第１項に規定する暴力団関係者でないこと。 

 (3) 申請の日現在において、健康保険法（大正 11 年法律第 70 号）第 48 条、厚生

年金保険法（昭和 29 年法律第 115 号）第 27 条及び雇用保険法（昭和 49 年法律第

116 号）第７条の規定による届出の義務を履行していること（届出の義務がない

者は除く。)。 

（入札参加資格審査の実施） 



第３  定期に行う資格審査（以下「定期審査」という。）は、３年に１回行うものとす

る。 

２ 前項に規定するほか、知事が必要と認める場合においても審査を行うことがある。 

（入札参加者の資格） 

第４  入札参加資格は、次の各号に掲げる事項について審査した結果に基づき認定す

るものとする。 

(1)  経営状況及び経営内容 

(2)  業務経歴 

(3)  技術職員 

(4)  労働福祉の状況 

(5)  不誠実な行為の有無その他信用状態 

(6)  その他知事が必要と認める事項 

（入札参加資格審査申請） 

第５ 入札参加資格を得ようとする者は、森林整備業務入札参加資格審査申請書に次の

各号に掲げる書類を添えて、知事に提出しなければならない。 

(1)  定款の写し（法人に限る。） 

(2)  入札参加資格の申請の日前３月以内に作成された県税の未納の額がないことに

ついての証明書 

(3) 個人にあっては、個人の市町村・県民税（住民税）の未納の額がないことについ

ての証明書 

(4)  法人にあっては、現在事項全部証明書、個人にあっては、後見登記等に関する

法律 （平成 11 年法律第 152 号）第 10 条第 1 項に規定する登記事項証明書及び

復権を得ない破産者でない旨の市町村又は特別区の長の証明書 

(5)  社内規則又は委任状（主たる事務所又は営業所以外の事務所又は営業所におい

ても競争入札に参加しようとする場合に限る。） 

(6)  事務所又は営業所一覧表 

(7)  技術者名簿 

(8) 長野県暴力団排除条例第２条第２号に規定する暴力団員又は同条例第６条第１

項に規定する暴力団関係者ではない旨等を誓約することを証する書類 

２ 前項の申請書の提出期間は、別に定める。 

（入札参加資格の通知） 

第６  知事は、入札参加資格を認定したときは、その旨を申請者に通知するものとす

る。 

（入札参加資格の有効期間） 

第７  入札参加資格の有効期間は、当該資格の認定の日の翌日から次期の定期審査に

よる入札参加資格の認定の日までとする。 



（入札参加資格の承継） 

第８  第６の規定により入札参加資格があると認められた者（以下「有資格者」とい

う。）の営業と同一性を失うことなく組織の変更が行われた場合若しくは包括承継が

行われた場合は、知事の承認を得て入札参加資格を承継することができる。 

２  前項の規定により入札参加資格を承継しようとする者は、遅滞なく、森林整備業務

入札参加資格承継承認申請書に次に掲げる書類を添えて、知事に提出しなければなら

ない。 

(1)  営業の一切を承継したことを証する書類 

(2)  社内規則又は委任状（主たる事務所又は営業所以外の事務所又は営業所におい

ても競争入札に参加する場合に限る。） 

３  第６及び第７の規定は、第１項の承認について準用する。 

（変更届等） 

第９  有資格者が次の各号のいずれかに該当することとなったときは、当該各号に掲

げる者は、遅滞なく、その旨を知事に届け出なければならない。 

(1)  死亡したときは、その相続人 

(2)  法人が破産により解散したときは、その破産管財人 

(3)  法人が合併又は破産以外の事由により解散したときは、その清算人 

(4)  廃業並びに営業を停止及び休止したときは、その役員 

２  有資格者は、次の各号に掲げる事項について変更があったときは、遅滞なく、森林

整備業務入札参加資格審査申請書記載事項変更届に変更事項を証する書面を添えて、

知事に提出しなければならない。 

(1)  事務所又は営業所の所在地 

(2)  名称又は商号 

(3)  代表者又は建設業法施行令（昭和 31 年政令第 273 号）第３条に規定する使用人 

（書類の提出等） 

第 10  この告示により知事に提出する書類は、主たる事務所又は営業所の所在地を管

轄する地域振興局の長を経由しなければならない。 

２  前項の書類の提出部数は、２部とする。 

（申請書類の様式） 

第 11  この告示に規定する森林整備業務入札参加資格審査申請書等の様式は、別に定

める。 

   

 

  


